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背景
•東日本大震災時の海上物流
 フェリー：人，物，車両の輸送／宿泊，発電
 RoRo船 ：車両，建設機械等の輸送
 燃料油 ：海運(723.3万kl)は鉄道輸送(17.8万kl)の40倍以上

※国交省総政局物流政策課資料H23.9.23

•東日本大震災時の港湾利用可能時期
 地震発生 ：3月11日14:46
 津波警報注意報解除 ：13日17:58
 航路啓開作業開始 ：14日
 一部の岸壁が利用可能 ：15～24日
 緊急支援船第1号 ：16日，宮古港
 オイルタンカー第1号 ：21日，塩釜港

15日：茨城港常陸那珂港区
釜石港

16日：小名浜港
17日：宮古港
18日：仙台塩釜港仙台港区

鹿島港
19日：八戸港

相馬港
20日：茨城港日立港区

久慈港
21日：仙台塩釜港塩釜港区
22日：大船渡港
23日：石巻港
24日：茨城港大洗港区
（出展：国土交通省資料）

速やかな被災地の支援・復旧
速やかな海上物流の復旧

速やかな航路啓開 ※耐震岸壁等の利用
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港湾BCPの例 3

（出展：四日市港港湾機能継続計画，平成28年11月19日）



目的と研究フロー
【目的】津波災害後速やかに緊急支援物資を海上輸送可能にする
ための港湾の航路啓開に必要な作業船量や必要復旧期間を明らかに
する手法をモデル港湾の事例により検討する．
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津波シミュレーション

漂流自動車
/船舶数の
推定

物流に係る業務フローの作成

業務に必要な資源の把握

資源依存マトリックスの作成

資源依存関係の把握

②港湾物流に及ぼす影響評価①津波漂流物の推定
ヒ
ア
リ
ン
グ

調
査

データの収集

目標復旧日数の推定

瓦礫量の
推定

港湾BCP

③被災シナリオに基づいた分析 対象：四日市港



津波漂流物の推定 5

対象地域における浸水深および津波高

浸水深

津波の伝播・浸水計算

津波高

建
物
破
壊

車
漂
流

瓦
礫
量

船
舶
漂
流

海域流出量

最小5m

南海トラフ巨大地震津波を対象

海域におけるガレキ，
自動車，船舶の量の
算出



船舶の入港 船舶の回頭・
接岸

船内荷役 船舶の離岸・
出港

航路,
タグボート,ポートラジ
オ,NACCS,海上保安
管理システム,信号機,
税関職員,検疫職員,
入管職員,水先人,船
舶代理人,運行管理セ
ンター職員,港湾管理
者職員,タグボートドラ
イバー,海上保安部職
員,入国管理事務所,
水先人会事務所,税関
事務所,検疫事務所,
船舶代理人事務所,海
上保安部施設,港湾管
理者施設,電力,通信,
燃料油

回頭泊地,
岸壁,パイロットボート,タグ
ボート,サービスボート,港湾
入出港管理システム,信号
機,NACCS,港湾管理者職
員,ターミナルオペレーター
職員,ターミナルオペレー
ションセンター職員,バース
コーディネーター,綱取り作
業員,船舶代理人,パイロット
ボートドライバー,タグボート
ドライバー,サービスボートド
ライバー,海上保安部施設,
埠頭管理事務所,航行管制
所,船舶代理人事務所,港湾
管理者施設,入国管理事務
所,電力,通信,燃料油

岸壁,
エプロン,ガントリークレー
ン,トランステナー,トラック,
トップリフター,フォークリ
フト,ストラドルキャリア,
ターミナルオペレーション
システム,船舶代理人,港
湾管理者職員,港湾運営
会社職員, ガントリーク
レーンオペレーター,トラ
ンステナーオペレーター,
トップリフターオペレー
ター,トラック運転手,荷役
作業員,元請港運職員,ス
トラドルキャリアオペレー
ター,ターミナルオペレー
ションルーム,船舶代理人
事務所,港湾管理者施
設,港湾運営会社,電力,
通信,燃料油

航路航行

回頭泊地
進入

船舶到着

航路,回頭泊地,岸壁,パ
イロットボート,タグボート,
信号機,港湾入出管理シ
ステム,海上保安管理シ
ステム,NACCS,水先人,
船舶代理人,港湾管理
者職員,海上保安部職
員,税関職員,入管職員,
綱取り作業員,運行管理
センター職員,パイロット
ボートドライバー,タグ
ボートドライバー, 水先
人会事務所,舶代理人
事務所,港湾管理者施
設,海上保安部施設,税
関事務所,入館管理事
務所,電力,通信,燃料油

接岸終了

荷役準備
終了

荷役終了

離岸準備
終了

出港

事前検疫手続き，
船舶保安情報通報，
出入国報告書提出，
入港届，運行調整，
マニフェスト提出，
危険物取扱届出，
検疫法

ベイプラン
（本船揚げ，
積み計画書）

出港許可，
出入港報告書提出，
出港届，
入出港運行調整接岸許可

港湾物流に及ぼす影響評価：業務フローの作成 6

協力：四日市港管理組合，
日本トランスシティ株式会社

【参考】小松ら(2013）の手法，小野ら(2015）の事例検討



港湾物流に及ぼす影響評価：資源依存マトリックスの作成 7

Aが機能しないとBが機能しない→1
資源間の依存性

B
航路 岸壁 クレーン

A
航路 １ １ ０
岸壁 ０ １ １
クレーン ０ ０ １

B
航路 岸壁 クレーン

A
航路 １ １ １
岸壁 ０ １ １
クレーン ０ ０ １

２次依存性を考慮

１次依存性を考慮



港湾物流に及ぼす影響評価：資源依存マトリックスの作成
 ２次依存考慮前

 ２次依存考慮後

（資源分類）
（No.) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54

(直接資源及
び間接資
源）

電力 通信 燃料油 税関職員 検疫職員 入管職員
運行管理
センター
職員

水先人
船舶代理
人

港湾管理
組合職員

ターミナル
オペレー
ター職員

バース
コーディ
ネーター

綱取り作
業員

海上保安
部職員

ガントリー
クレーンオ
ペレーター

トランステ
ナーオペ
レーター

トラック運
転手

フォークリ
フトオペ
レーター

トップリフ
ターオペ
レーター

ボートドラ
イバー

ターミナル
オペレー
ションセン
ター職員

荷役作業
員

ストラドル
キャリアオ
ペレーター

特例港湾
運営会社
職員

主航路 タグボート 回頭泊地 岸壁
サービス
ボート

パイロット
ボート

エプロン
トップリフ
ター

トランステ
ナー

トラック
フォークリ
フト

ストラドル
キャリア

ガントリー
クレーン

ポートラジ
オ

港湾入出
港管理シ
ステム

NACCS 信号

ターミナル
オペレー
ションシス
テム

海上保安
管理シス
テム

入国管理
局事務所

埠頭管理
事務所

海上保安
部施設

水先人会
事務所

税関事務
所

検疫事務
所

船舶代理
人事務所

特例港湾
運営会社

航行管制
所

ターミナル
オペレー
ションルー
ム

港湾管理
施設

外部供給 1 電力 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 通信 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
3 燃料油 1 1 1 1 1 1 1 1

人的資源 4 税関職員 1 1 1 1 1
5 検疫職員 1 1 1 1 1
6 入管職員 1 1 1 1 1
7 運行管理センター職員 1 1 1 1 1
8 水先人 1 1 1 1 1
9 船舶代理人 1 1 1 1
10 港湾管理組合職員 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

11
ターミナルオペレーター職
員

1 1 1 1 1 1 1

12 バースコーディネーター 1 1 1 1 1
13 綱取り作業員 1
14 海上保安部職員 1 1 1 1 1 1

15
ガントリークレーンオペ
レーター

1 1

16
トランステナーオペレー
ター

1 1

17 トラック運転手 1 1
18 フォークリフトオペレーター 1 1
19 トップリフターオペレーター 1 1
20 ボートドライバー 1 1 1

21
ターミナルオペレーションセ
ンター職員

1 1 1

22 荷役作業員 1

23
ストラドルキャリアオペレー
ター

1 1

24 特例港湾運営会社職員 1 1 1
施設・設備 25 主航路 1 1 1

26 タグボート 1 1
27 回頭泊地 1 1 1
28 岸壁 1 1 1 1
29 サービスボート 1 1
30 パイロットボート 1 1
31 エプロン 1 1 1 1
32 トップリフター 1 1 1
33 トランステナー 1 1 1
34 トラック 1 1 1
35 フォークリフト 1 1 1
36 ストラドルキャリア 1 1 1
37 ガントリークレーン 1 1 1

情報・通信システム 38 ポートラジオ 1 1
39 港湾入出港管理システム 1 1
40 NACCS 1 1
41 信号 1 1

42
ターミナルオペレーションシ
ステム

1 1 1

43 海上保安管理システム 1 1
建物・オフィス 44 入国管理局事務所 1 1 1 1 1 1

45 埠頭管理事務所 1 1 1
46 海上保安部施設 1 1 1
47 水先人会事務所 1 1
48 税関事務所 1 1 1
49 検疫事務所 1 1 1
50 船舶代理人事務所 1 1
51 特例港湾運営会社 1 1 1 1 1 1 1
52 航行管制所 1 1 1

53
ターミナルオペレーション
ルーム

1 1 1

54 港湾管理施設 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

資源分類 NO.
直接資源
及び間接
資源

依存資源

（資源分類）
（No.) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54

(直接資源及
び間接資
源）

電力 通信 燃料油 税関職員 検疫職員 入管職員
運行管理
センター
職員

水先人
船舶代理
人

港湾管理
組合職員

ターミナル
オペレー
ター職員

バース
コーディ
ネーター

綱取り作
業員

海上保安
部職員

ガントリー
クレーンオ
ペレーター

トランステ
ナーオペ
レーター

トラック運
転手

フォークリ
フトオペ
レーター

トップリフ
ターオペ
レーター

ボートドラ
イバー

ターミナル
オペレー
ションセン
ター職員

荷役作業
員

ストラドル
キャリアオ
ペレーター

特例港湾
運営会社
職員

主航路 タグボート 回頭泊地 岸壁
サービス
ボート

パイロット
ボート

エプロン
トップリフ
ター

トランステ
ナー

トラック
フォークリ
フト

ストラドル
キャリア

ガントリー
クレーン

ポートラジ
オ

港湾入出
港管理シ
ステム

NACCS 信号

ターミナル
オペレー
ションシス
テム

海上保安
管理シス
テム

入国管理
局事務所

埠頭管理
事務所

海上保安
部施設

水先人会
事務所

税関事務
所

検疫事務
所

船舶代理
人事務所

特例港湾
運営会社

航行管制
所

ターミナル
オペレー
ションルー
ム

港湾管理
施設

外部供給 1 電力 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 通信 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
3 燃料油 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

人的資源 4 税関職員 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
5 検疫職員 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
6 入管職員 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
7 運行管理センター職員 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
8 水先人 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
9 船舶代理人 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
10 港湾管理組合職員 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

11
ターミナルオペレーター職
員

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

12 バースコーディネーター 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
13 綱取り作業員 1
14 海上保安部職員 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

15
ガントリークレーンオペ
レーター

1 1 1

16
トランステナーオペレー
ター

1 1 1

17 トラック運転手 1 1 1
18 フォークリフトオペレーター 1 1 1
19 トップリフターオペレーター 1 1 1
20 ボートドライバー 1 1 1 1

21
ターミナルオペレーションセ
ンター職員

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

22 荷役作業員 1

23
ストラドルキャリアオペレー
ター

1 1

24 特例港湾運営会社職員 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
施設・設備 25 主航路 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

26 タグボート 1 1 1
27 回頭泊地 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
28 岸壁 1 1 1 1 1 1
29 サービスボート 1 1 1 1
30 パイロットボート 1 1 1 1
31 エプロン 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
32 トップリフター 1 1 1 1 1 1 1 1
33 トランステナー 1 1 1 1 1 1 1 1
34 トラック 1 1 1 1 1 1 1 1
35 フォークリフト 1 1 1 1 1 1 1 1
36 ストラドルキャリア 1 1 1 1 1 1 1 1
37 ガントリークレーン 1 1 1 1 1 1 1 1 1

情報・通信システム 38 ポートラジオ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
39 港湾入出港管理システム 1 1 1 1 1 1
40 NACCS 1 1 1 1 1 1
41 信号 1 1

42
ターミナルオペレーションシ
ステム

1 1 1 1

43 海上保安管理システム 1 1 1
建物・オフィス 44 入国管理局事務所 1 1 1 1 1 1 1 1 1

45 埠頭管理事務所 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
46 海上保安部施設 1 1 1 1 1 1
47 水先人会事務所 1 1 1 1 1
48 税関事務所 1 1 1 1 1 1
49 検疫事務所 1 1 1 1 1 1
50 船舶代理人事務所 1 1 1 1
51 特例港湾運営会社 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
52 航行管制所 1 1 1 1 1 1 1 1 1

53
ターミナルオペレーション
ルーム

1 1 1 1 1 1 1

54 港湾管理施設 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

資源分類 NO.
直接資源
及び間接
資源

依存資源
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港湾物流への影響評価：資源依存性 9

• 電力・通信に影響を受ける資源が多いインフラの重要性
• 港湾運営に携わる人員の影響が大きい人命の重要性
• ついで，主航路が位置する航路啓開の重要性
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2次依存考慮前 2次依存考慮後



港湾物流への影響評価：機能復旧に要する日数10

目標復旧期間 港湾BCP
３日（２日※）：最小限の海上輸送ルートの確保
７日（６日※）：緊急支援物資輸送ルートの拡充

※津波警報・注意報の解除に1日要すると仮定した場合の日数

 資源復旧想定期間の分析
• 被災岸壁の復旧には時間がかかる予想
 耐震強化岸壁は東日本大震災時に活用された事例あり

 阪神淡路大震災時には軽微な被害の岸壁を使って緊急物資
輸送した実績あり

耐震強化岸壁を利用すれば，
上記の復旧目標を達成する可能性大
ただし，航路復旧が不可欠



2 km

耐震岸壁

耐震岸壁接続航路
航路

港湾水域

シナリオ分析：シナリオ設定

被災シナリオ１：
港内全水域に均等に分布
被災シナリオ２：
航路に漂流物が分布
被災シナリオ３：
耐震岸壁に接続する航路に分布

ステージ１：
2つある耐震岸壁のうちの岸壁につ
ながる航路面積が狭い方を2日以内に
啓開して最小限の緊急物資輸送を行う
ステージ２：
その後の4日以内に他方を啓開する

仮定：瓦礫揚収はグラブ浚渫船系，自動車・船舶は起重機船系の船団

漂流物挙動の不確定性

11



結果

日：１つの船団で作業
する場合の必要復
旧日数

隻：目標復旧日数を達
成するのに必要な
作業船団の数

12

ステージ1 ステージ2

日 0.5 1.1

隻 1 1

日 0.5 1.1

隻 1 1

日 2.3 4.9

隻 2 2

日 2.3 4.8

隻 2 2

日 8.8 18.7

隻 5 5

日 8.7 18.4

隻 5 5

車・船

ガレキ

車・船

シ
ナ
リ
オ
1

シ
ナ
リ
オ
2

シ
ナ
リ
オ
3

ガレキ

車・船

ガレキ



補足 漂流物模型実験

 
 5cm 10cm

2.5cm
2cm

2cm2.5cm

5cm

10cm

50cm

50cm
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津波による漂流挙動特性の理解と
数値計算モデルの検証データの取得



まとめ
•津波の伝播・浸水シミュレーションに東日本大震災等の被災
特性量を考慮して漂流物量を推定した．
•業務影響評価（BIA）に基づいて，海上物流における航路の
重要性を把握し，その影響を明らかにした．
•港湾BCPで定める緊急支援物資輸送のための目標復旧日数を
達成するために必要な船団数と1船団で作業する場合の必要
復旧日数を四日市港をモデルケースとして推定した．

課題：港湾BCPにおけるBIA
燃料油の問題
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